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ジェトロ作成。無断転載・転用を禁ず

規則が掲げる目標：各加盟国に達成義務1
（1）包装廃棄物の削減目標

◼ 1人当たりの包装廃棄物の重量（2018年比）

❖ 2030年までに5％削減

❖ 2035年までに10％削減

❖ 2040年までに15％削減

（2）リサイクルの目標

（3）プラスチック袋（レジ袋）の消費量

◼ 1人当たりの消費量を年間40枚まで

またはそれに相当する重量に制限

（2025年末から毎年末時点に達成）

◼ 目標達成のため削減措置を講じることを義

務付け

（4） 使い捨て飲料用ペットボトルと

飲料缶の分別収集

◼ 容量3リットル以下の使い捨て容器の分別

収集を2029年1月1日までに90％以上

◼ 廃棄物重量に対する割合を義務付け
（数値は廃止される包装・包装廃棄物指令と同じ）

包装の材料 2025年末 2030年末

包装廃棄物全体 65％ 70％

プラスチック 50％ 55％

木材 25％ 30％

鉄合金 70％ 80％

アルミニウム 50％ 60％

ガラス 70％ 75％

紙・段ボール 75％ 85％

デポジット・リターン制度の導入

❖ 販売時にデポジットとして課金し、

ペットボトルや飲料缶の返却時に返金

❖ 制度の適用除外：ワイン、その他のア

ルコール飲料（日本酒、ウイスキー、

焼酎を含む）、乳・乳製品など

対応策

（出所）EU循環型経済関連法の最新概要（ジェトロ、2024年11月）、PPWR規則
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事業者の義務（1）：包装の上市に必要な要件2

◼ 以下の要件を満たさない包装の上市は認められない。

◼ この他に、包装へのラベル表示と情報提供を事業者に義務付け。

① 懸念物質などの含有量を制限

◼ 懸念物質とその濃度を最低限に抑える
◼ 鉛、カドミウム、水銀、六価クロムの含有濃度は合計で100mg/kg以下
◼ 食品に接触する包装では、有機フッ素化合物（PFAS）を一定基準以下

➁ 市場に出す包装は全てリサイクル可能であること

◼ リサイクル可能性の要件を満たすため、リサイクル可能性の評価を実施する

③ プラスチック包装のリサイクル材含有率が一定以上であること

◼ 最低含有率の達成目標を設定

④ 包装の体積・重量が最小限であること

◼ 規則が定める性能基準を満たすこと
◼ 上げ底など容積を大きく見せるだけの包装を認めない

⑤ 一部の包装は堆肥可能であること

◼ ティーバック、コーヒーの使い捨て個包装、青果物用の粘着性ラベルなど

⑥ 再利用が可能であること

◼ 規則が定める再利用可能な包装の条件を満たし、再利用のためのシステムに参加する
◼ 輸送用包装、グループ化する包装、飲料用包装の3種の包装に目標を設定

（出所）EU循環型経済関連法の最新概要（ジェトロ、2024年11月）、PPWR規則
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事業者の義務（2）：リサイクル可能な包装とラベル表示3
包装がリサイクル可能であるための2つの要件

① マテリアルリサイクル用に設計（廃棄物を同じ製品の原材料として利用可能であること）

❖ 適用時期：2030年1月1日、または要件の詳細を定める委任立法の発効日から2年後のいずれか遅い日

➁ 大規模なリサイクルが可能（EUレベルにおいて年間包装廃棄物の55％以上がリサイクルされて

いることを確保できる確立されたプロセスに対応していること）

❖ 適用時期：2035年1月1日、または要件の詳細を定める実施法令の発効日から5年後のいずれ遅い日（この
要件がリサイクル可能性の評価基準に加えられる）

リサイクル可能性の評価を①委任立法と②実施法令に基づきリサイクル性能等級で判断

重量ベースでA（95％以上）、B（80％以上）、C（70％以上）の3段階

リサイクル可能性の2つの要件を満たす方法

ラベル表示と情報提供の義務

◼ 包装に材料の組成を示すラベルをピクトグラム（絵記号）で付ける

◼ ラベルの要件の詳細は規則発効日から18カ月以内に実施法で規定
❖ 適用時期：規則発効日から42カ月後、または実施法発効日から24カ月後のいずれか遅い日

◼ 再利用可能な包装には、再利用可能を明示するラベルも付ける
❖ 適用時期：規則発効日から48カ月後、または実施法発効日から24カ月後のいずれか遅い日

◼ 2030年1月1日、または委任立法発効日から2年後のいずれか遅い日以降は
A、B、Cの包装だけが上市できる

◼ 2038年1月1日以降は、AとBの包装だけが上市できる

（出所）EU循環型経済関連法の最新概要（ジェトロ、2024年11月）、PPWR規則
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事業者の義務（3）：プラスチック包装に対する規制4

◼ 包装のプラスチック部分について、リサイクル材の割合の達成を義務付け

一部使い捨てプラスチック包装の使用禁止

以下の使い捨てプラスチック包装が禁止される。適用は2030年1月1日以降

◼ 製品をグループ化する使い捨て包装：シュリンクラップなど

◼ 1.5kg未満の生鮮青果物用の使い捨て包装：ネット、袋、トレーなど

◼ 飲食・宿泊部門の食品・飲料用使い捨て包装：トレー、皿、コップ、袋、箱など

◼ 飲食・宿泊部門の調味料、ソース、コーヒー用クリーム、ジャム、砂糖などの包装：小袋

（サシェ）、タブ（広口の浅い容器）、トレーなど

◼ 宿泊部門の化粧品・トイレタリー用品などの使い捨て個包装：シャンプーやボディロー

ションなどのボトル、石鹸の小袋など

◼ 超軽量プラスチック製の買い物袋（厚さ15ミクロン未満）

包装の種類 2030年 2040年

PETを主要材料とする接触に注意が必要な包装（※） 30％ 50％

PET以外のプラスチック材料の接触に注意が必要な包装（※） 10％ 25％

使い捨てプラスチック飲料ボトル 30％ 65％

上記以外のプラスチック包装 35％ 65％

（※）使い捨て飲料ボトルを除く

プラスチック包装のリサイクル材最低含有率の目標

（出所）EU循環型経済関連法の最新概要（ジェトロ、2024年11月）、PPWR規則
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事業者の義務（4）：包装の再利用と詰め替えの規制5

◼ 対象となる包装：輸送用包装、保管用に製品をグループ化する包装、飲料販売用の包装（飲料販
売用は最終販売事業者への義務付け）

◼ 適用時期：2030年の目標は達成を義務付け、2040年の目標は努力義務

テイクアウト用飲料・食品の詰め替えと再利用の義務

◼ 詰め替えシステムを用意し、それを販売時点で消費者に知らせ、無料で詰め替えを提供すること

を義務付け（適用時期は規則発効日から24カ月以内）

◼ 再利用可能な容器を、使い捨て容器と同等の条件で提供する選択肢を設けることを義務付け（適

用時期は規則発効日から36カ月以内）

◼ 再利用可能な包装・容器の割合は努力義務で、2030年以降に10％以上

対象となる包装
2030年
達成義務

2040年
努力義務

輸送用または販売用の包装
電子商取引を含めたEU域内での輸送に使われるパレット、プラスチック製
の折りたたみ式箱、箱（段ボール箱を除く）、トレー、プラスチック製ク
レート、ドラム缶、ふた付き容器（キャニスター）など

40％ 70％

グループ化するための包装
販売用包装以外で、在庫保管用や販売用単位にまとめるために製品をグ
ループ化する箱型の包装（段ボール箱を除く）

10％ 25％

飲料用の容器包装
消費者に販売するアルコール飲料・非アルコール飲料用（乳・乳製品、ワ
イン、その他のアルコール飲料のウイスキー、焼酎、日本酒などを除く）

10％ 40％

3種の包装に再利用可能な割合の目標を設定

（出所）EU循環型経済関連法の最新概要（ジェトロ、2024年11月）、PPWR規則
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適合性評価と事業者によって異なる義務6

製造事業者（manufacturer）
・包装または包装済み製品を製造する事業者
あるいは
・自らの名称・商標で設計・製造した包装・包装製
品を有する事業者

◼ 適合性評価を実施
◼ 適合宣言書を作成（記載項目はp.8参照）

◼ （場合によっては）技術文書を作成
◼ 文書の保管→上市から5年間（使い捨て包装）また

は10年間（再利用可能な包装）

（出所）EU循環型経済関連法の最新概要（ジェトロ、2024年11月）、PPWR規則、
農林水産省「令和6年度 PPWR（EU包装・包装廃棄物規則）調査報告書（令和7年3月）」

輸入事業者
（importer）

EU市場に初めてその包装・ 包
装製品を輸入する事業者

◼ 要件への適合性を確認
◼ 文書の保管
◼ 適合性維持のための管理

販売事業者
（distributor）

製造事業者、輸入事業者以外
の包装を上市する事業者

◼ 開示情報の適切な利用
◼ 適合性維持のための管理

共通実施事項

◼ 不適合の懸念がある場合、是正措置・回収・当局への報告・協力
◼ 当局の要請に基づき、適合性の実証に必要な情報の提供

包装材の供給事業者（supplier）
製造事業者に包装・包装材料を供給する事業者

◼ 要件に適合する包装材の製造
◼ 包装された製品の製造事業者に必要情報を提供
◼ （場合によっては）技術文書を作成

◼ 製造事業者は、PPWRの規則の要件に適合していることを示す適合性評価を実施。要件に適合していることを

記載した技術文書（※）とEU適合宣言書（EU declaration of conformity）を作成しなければならない。

◼ 対象となる条項は、含有物質（第5条）、リサイクル可能性（第6条）、プラスチック包装のリサイクル材最

低含有率（第7条）、プラスチック包装におけるバイオベース原料 （第8条）、堆肥化可能性（第9条）、包

装の最小化（第10条）、再利用の可能性（第11条）、包装のラベル表示・情報提供（第12条）

✓ 適合性評価が実施された製品のみ上市できる。

✓ 包装材メーカーだけではなく、サプライチェーン上の各事業者が

包装材の適合性を確認する必要がある。

（※）技術文書には、適用される要件を明記するとともに、評価に関連す

る範囲において、包装の設計、製造および運用について記載。具体的な記

載項目はPPWR規則付属書Ⅶを参照。
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適合宣言書の記載方法

◼ 適合宣言書とは、製造業者またはその認定代理人が、製品がEUの要件に適合していることを自己宣言

するために署名する必要がある必須文書。EUでは規則順守に関しては、第三者認証機関の認証を受ける

場合と、適合宣言書で自己宣言する場合があり、PPWRは後者。CEマークも自己宣言が認められている。

（出所）PPWR規則付属書Ⅷより作成

7

適合宣言書の記載内容

1 包装を特定できる識別番号

2 製造者または認可代表者の氏名、職位、住所

3
宣言：”This declaration of conformity is issued under the sole 
responsibility of the manufacturer”

4 宣言の対象となる包装の説明

5 適用した統合規格*の記載

6 適用した共通仕様**の記載

7 通知機関が発行する証明書に関する説明***（該当する場合のみ）

8 署名、宣言書の識別番号

適合宣言書のフォーマットは欧州委員会のウェブサイトからダウンロードできます

 https://ec.europa.eu/docsroom/documents/23962/

任意、取得している場合は記載

*
欧州官報に記載された統合規格：
「EN 13427:2004」「EN 13428:2004」
「EN 13429:2004」「EN 13430:2004」
「EN 13431:2004」「EN 13432:2004」

**
業界で共通の仕様

*** 
・通知機関の名称、住所、番号
・通知機関が実行した措置の説明
・発行された日付
・必要に応じ、証明書の有効期限および条件
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生産者と拡大生産者責任8

生産者登録と義務履行を示す表示

拡大生産者責任（Extended Producers Responsibility、EPR）とは？

◼ 生産者は、各加盟国で初めて包装や包装製品を上市する際に、各加盟国が設置する国内登録簿への生産者登

録を申請しなければならない。生産者責任組織に委託する場合は、登録の義務はその組織が果たすことにな

る。

◼ 生産者登録の詳細および報告の形式などに関する欧州委員会の実施法令は、2026年6月時点で未発表。各加

盟国は、EPR要件に対する生産者の順守状況を監視するための国内登録簿を、実施法令の施行から18カ月以

内に設置する。

◼ 拡大生産者責任の対象となる包装や包装製品は、2027年2月までにQRコードまたはデジタルマーキング技

術に対応したシンボルにより、生産者が拡大責任の義務を履行していることを示さなければならない。

（出所）EU循環型経済関連法の最新概要（ジェトロ、2024年11月）、PPWR規則
農林水産省「令和6年度 PPWR（EU包装・包装廃棄物規則）調査報告書（令和7年3月）」

◼ 生産者（producer）とは、加盟国内に包装または包装された製品を初めて上市する製造事業者、輸入事業者

または流通事業者のいずれかを指す。（PPWR第3条15項）

生産者（producer）とは？

◼ 拡大生産者責任（EPR）とは、製品を市場に供給する事業者（生産者）が、使用後にその製品から生じる廃棄

物の管理について、財政的および組織的な責任を負うという原則。

◼ PPWR規則では生産者に対して、加盟国の市場で初めて流通させる包装や包装製品について拡大生産者責任

を負うことを明記している。具体的には、廃棄物の収集、輸送、分別、処理、リサイクル、廃棄物管理システ

ムの運営、廃棄物管理に関する情報提供および教育活動、廃棄物管理に関する監視および報告にかかる費用、

廃棄物容器のラベル表示費用、都市ごみの組成調査費用を負担する。
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主な持続可能性要件の適用開始時期9
適用開始予定日 主な要件 内容

2026年8月12日から
※個別に適用時期が
定められた規定を除
き、 2026年８月12
日から適用

有害物質の使用規制
（第5条）

・包装に含まれる鉛、カドミウム、水銀、六価クロムの合計濃度は100mg/kgを
超えてはならない。
・一定の基準値を越えるPFASが含まれる「食品接触包装」の上市禁止（他規制
により禁止されない場合を除く）

適合性評価の実施
（第38条）

製造事業者は、規則の要件（第5～12条）が満たされていることを示す適合性評
価を実施しなければならない。

EU適合宣言書の作成
（第39条）

製造事業者は 適合性評価を実施した上で、要件に適合していることを記載した
EU適合宣言書を作成しなければならない。

2028年2月12日まで 堆肥化可能な包装
（第9条）

・包装および果物・野菜用粘着ラベルは、工業的堆肥化施設での処理に適合する
ことが義務付けられる。
・それ以外は生分解性プラスチック含め、原則としてマテリアルリサイクルを前
提とし、他の廃棄物のリサイクルを阻害してはならない。

2028年8月12日から 包装の表示
（第12条）

素材組成に関する統一表示（ピクトグラム）、堆肥可能包装、懸念物質を含む包
装、デポジット・リターン制度 （DRS）対象包装。
※包装の再利用可能性に関する表示は、2029年2月12日から開始

2028年8月12日まで 包装廃棄物回収用
容器の表示（第13条）

素材別分別を可能にする統一ラベルを表示

2030年1月1日から リサイクル可能な
包装（第6条）

マテリアルリサイクル用に設計
※大規模リサイクルの要件は、2035年1月1日から適用

2030年1月1日まで プラスチック包装にお
けるリサイクル材の最
低含有率（第7条）

・上市する包装のプラスチック部分は、使用後のプラスチック廃棄物から回収し
たリサイクル材の割合を、2030年までに一定割合以上とすることが義務付けら
れる。
※2040年にリサイクル材の割合が引き上げられる。

包装の最小化
（第10条）

上市する包装がその機能に必要な最小限の重量・体積であるように設計されてい
ることを確認しなければならない。上げ底や二重壁、不必要な層からなる包装な
ど、製品の容積を大きく見せるためだけの包装は不可。

（出所）PPWR条文、ジェトロビジネス短信「欧州委、包装・包装廃棄物規則のガイダンスを発表(EU) 」、ジェトロ調査レ
ポート「EU循環型経済関連法の最新概要（2024年11月）」

https://www.jetro.go.jp/biznews/2026/04/1d678434b61cc013.html
https://www.jetro.go.jp/biznews/2026/04/1d678434b61cc013.html
https://www.jetro.go.jp/world/reports/2024/01/e2a3dada17af22e3.html
https://www.jetro.go.jp/world/reports/2024/01/e2a3dada17af22e3.html
https://www.jetro.go.jp/world/reports/2024/01/e2a3dada17af22e3.html
https://www.jetro.go.jp/world/reports/2024/01/e2a3dada17af22e3.html
https://www.jetro.go.jp/world/reports/2024/01/e2a3dada17af22e3.html
https://www.jetro.go.jp/world/reports/2024/01/e2a3dada17af22e3.html
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主な実施規則と委任規則10

（出所）PPWR条文、ジェトロ地域・分析レポート「EUの包装・包装廃棄物規則（PPWR）は不確定事項が山積 」

採択予定日 対象となる要件 実施規則・委任規則の内容

2026年2月12日 生産者登録（第44条） 登録の詳細および報告の形式など （※2026年6月時点で未発表）

2026年8月12日 包装の表示（第12条） 統一ラベル、表示要件および表示形式（デジタル含む）の仕様

標準化されたデジタル表示技術により包装の素材組成を識別する方法論

包装廃棄物回収用容器の表示
（第13条）

EUレベルで統一した包装廃棄物の収集用容器のラベルとラベルの要件

2026年12月31日 プラスチック包装におけるリサイ
クル材の最低含有率（第7条）

EU内のプラスチック廃棄物から回収されたリサイクル材の割合の算出と検証の
方法、技術文書の書式

EU域外でプラスチック廃棄物から回収されたリサイクル材に適用されるルール
の同等性を評価・検証する方法

プラスチックのリサイクル技術の持続可能性基準

2027年2月12日 再利用可能な包装（第11条） 再利用で最も頻繁に使用される包装形態について、再利用が可能な回数の最低値

包装の最小化（第10条） 欧州標準化機関による整合規格の作成、更新

2027年6月30日 再利用目標（第29条） 再利用目標に関する詳細な算出規則と算出方法

2028年1月1日 リサイクル可能な包装（第6条） リサイクル設計基準とリサイクル性能等級

再利用目標（第29条） 企業が義務を果たすために、飲料用容器の回収やリサイクルを共同で行う仕組み
（プール）をつくることを認めるルールについて、その具体的な条件と、プール
が各国の当局へ報告しなければならない情報の要件

プラスチック包装におけるリサイ
クル材の最低含有率（第7条）

（必要であれば）新たな適用除外、および適用除外の包装の見直し

2028年2月12日 包装の最小化（第10条） 包装の空き容積率の計算方法

プラスチック包装におけるバイオ
ベース原料（第8条）

将来的な制度検討に向けた技術的・環境的評価

2030年1月1日 リサイクル可能な包装（第6条） リサイクル可能規模の評価方法と大規模なリサイクルのための管理メカニズム

https://www.jetro.go.jp/biz/areareports/special/2026/0303/96787a7763ba0970.html
https://www.jetro.go.jp/biz/areareports/special/2026/0303/96787a7763ba0970.html
https://www.jetro.go.jp/biz/areareports/special/2026/0303/96787a7763ba0970.html
https://www.jetro.go.jp/biz/areareports/special/2026/0303/96787a7763ba0970.html
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主な参考資料

発行元 名称

欧州委員会 規則原文（(EU）2025/40）

PPWR特設ページ

ガイダンス

よくある質問（FAQ）

農林水産省 輸出先国における容器・包装に関する規制

令和7年度PPWR調査報告書（2026年3月13日）

令和6年度 PPWR（EU包装・包装廃棄物規則）調査報告書（令和7年3月）

EUプラットフォーム・
ブリュッセル事務局

EU PPWRの概要

日本包装技術協会 欧州委員会ガイダンス・FAQの参考和訳

日本貿易振興機構
（ジェトロ）

特集ページ「EU包装・包装廃棄物規則（PPWR）関連情報」
EU PPWRおよび持続可能な包装材に関する規制動向や企業の対応状況について情報発信を行いま
す。

【調査レポート】EU循環型経済関連法の最新概要‐エコデザイン規則（ESPR）、修理する権利指
令（R2R 指令）、包装・包装廃棄物規則（PPWR）案‐ （2024年11月）

地域・分析レポート特集「持続可能な包装と企業の対応事例」

【調査レポート】イタリア包装関連企業の持続可能な包装への対応状況（2026年3月）

EU包装・包装廃棄物規則（PPWR）関連ニュース（ビジネス短信）（随時更新）

主な参考資料
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https://environment.ec.europa.eu/publications/faq-packaging-and-packaging-waste-regulation-ppwr_en
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